
 

担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱（平成12年4月1日付け12構改Ｂ第350号農林水産事務次官依命通知） 一部改正新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 現 行 

（通則） 

第１ 農林水産大臣は、次に掲げる経費につき、予算の範囲内において、補助事業者

（都道府県、人権問題啓発推進事業実施要領（平成 14 年３月 29 日付け 13 経営

第 6382 号農林水産事務次官依命通知。以下「人権問題推進事業実施要領」とい

う。）第５に規定する事業主体、外国人材受入総合支援事業実施要綱（平成 30

年３月 30 日付け 29 経営第 3547 号農林水産事務次官依命通知）第２に規定する

事業実施主体、農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成 24 年４月６日付け

23 経営第 3543 号農林水産事務次官依命通知。以下「農業人材力強化実施要綱」

という。）第３に規定する全国農業委員会ネットワーク機構、女性が変える未来

の農業推進事業実施要綱（平成 30 年３月 30 日付け 29 経営第 3550 号農林水産事

務次官依命通知）第２に規定する事業実施主体、農業経営・就農支援体制整備推

進事業実施要綱（令和３年３月 26 日付け２経営第 2988 号農林水産事務次官依命

通知。以下「経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱」という。）別記３の第

３に規定する事業実施主体、収入保険加入支援事業実施要綱（令和５年３月 28

日付け４経営第 2937 号農林水産事務次官依命通知。以下「加入支援事業実施要

綱」という。）第２に規定する事業実施主体、農業労働力確保緊急支援事業実施

要綱（令和２年４月 30 日付け２経営第 345 号農林水産事務次官依命通知）第３

に規定する事業実施主体、経営継承・発展等支援事業実施要綱（令和３年３月 26

日付け２経営第 2988 号農林水産事務次官依命通知。以下「経営継承・発展支援

実施要綱」という。）第４の１に規定する事業実施主体、新規就農者確保緊急対

策実施要綱（令和３年 12 月 20 日付３経営第 1996 号農林水産事務次官依命通

知）第２に規定する事業実施主体、女性の就農環境改善緊急対策事業実施要綱

（令和３年 12 月 20 日付３経営第 1996 号農林水産事務次官依命通知）第２に規

定する事業実施主体、新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月 29 日付

３経営第 3142 号農林水産事務次官依命通知）第２に規定する事業実施主体、農

業労働力確保支援事業実施要綱（令和４年３月 29 日付３経営第 2613 号農林水産

事務次官依命通知）第２に規定する事業実施主体、新規就農者確保緊急円滑化対

策実施要綱（令和５年 12 月１日付５経営第 2016 号農林水産事務次官依命通知）

第２に規定する事業実施主体及び働きやすい環境づくり緊急対策実施要綱（令和

（通則） 

第１ 農林水産大臣は、次に掲げる経費につき、予算の範囲内において、補助事業者

（都道府県、人権問題啓発推進事業実施要領（平成14年３月29日付け13経営第

6382号農林水産事務次官依命通知。以下「人権問題推進事業実施要領」とい

う。）第５に規定する事業主体、外国人材受入総合支援事業実施要綱（平成30年

３月30日付け29経営第3547号農林水産事務次官依命通知。）第２に規定する事業

実施主体、農業人材力強化総合支援事業実施要綱（平成24年４月６日付け23経営

第3543号農林水産事務次官依命通知。以下「農業人材力強化実施要綱」とい

う。）第３に規定する全国農業委員会ネットワーク機構、女性が変える未来の農

業推進事業実施要綱（平成30年３月30日付け29経営第3550号農林水産事務次官依

命通知。）第２に規定する事業実施主体、農業経営・就農支援体制整備推進事業

実施要綱（令和３年３月26日付け２経営第2988号農林水産事務次官依命通知。以

下「経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱」という。）別記３の第３に規定

する事業実施主体、収入保険加入支援事業実施要綱（令和５年３月28日付け４経

営第2937号農林水産事務次官依命通知。以下「加入支援事業実施要綱」とい

う。）第２に規定する事業実施主体、農業労働力確保緊急支援事業実施要綱（令

和２年４月30日付け２経営第345号農林水産事務次官依命通知）第３に規定する

事業実施主体、経営継承・発展等支援事業実施要綱（令和３年３月26日付け２経

営第2988号農林水産事務次官依命通知。以下「経営継承・発展支援実施要綱」と

いう。）第４の１に規定する事業実施主体、新規就農者確保緊急対策実施要綱

（令和３年12月20日付３経営第1996号農林水産事務次官依命通知）第２に規定す

る事業実施主体、女性の就農環境改善緊急対策事業実施要綱（令和３年12月20日

付３経営第1996号農林水産事務次官依命通知）第２に規定する事業実施主体、新

規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月29日付３経営第3142号農林水産事

務次官依命通知）第２に規定する事業実施主体及び農業労働力確保支援事業実施

要綱（令和４年３月29日付３経営第2613号農林水産事務次官依命通知）第２に規

定する事業実施主体）に補助金（交付金を含む。以下同じ。）を交付するものと

し、その交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭

和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行



 
５年 12 月１日付け５経営第 1795 号農林水産事務次官依命通知）第２に規定する

事業実施主体）に補助金（交付金を含む。以下同じ。）を交付するものとし、そ

の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30

年法律第 179 号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適正化法施行令」と

いう。)、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令第 18 号。以

下「規則」という。）、予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平

成 12 年度の予算に係る補助金等の交付に関するものから地方農政局長に委任し

た件（平成 12 年６月 23 日農林水産省告示第 899 号）、予算科目に係る補助金等

の交付に関する事務について平成 12 年度の予算に係る補助金等の交付に関する

ものから沖縄総合事務局長に委任した件（平成 12 年６月 23 日農林水産省告示第

900 号）及び予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成 18 年度の

予算に係る補助金等の交付に関するものから北海道農政事務所長に委任した件

（平成 18 年６月 20 日農林水産省告示第 881 号）に定めるもののほか、本要綱の

定めるところによる。 

 

Ⅰ 担い手育成・確保等対策事業等 

(1)～(12) （略） 

(13) 新規就農者確保緊急円滑化対策実施要綱別表の１、２、３のア及びウ並び

に４に規定する事業の実施に要する経費 

(14) 働きやすい環境づくり緊急対策実施要綱別表に規定する事業の実施に要す

る経費 

 

Ⅱ 担い手育成・確保等対策地方公共団体事業等 

(1)～(6) （略） 

(7) 新規就農者確保緊急円滑化対策実施要綱別表の３のイに規定する事業の実

施に要する経費 

 

第２ （略） 

 

（流用の禁止） 

第３ 次に掲げる流用をしてはならない。 

(1) （略） 

(2) 別表のⅠの経費の欄中１から12までの経費の相互間における流用、１の(1)か 

ら(3)までの経費の相互間における流用 

(3) 別表のⅡの区分の欄中１から３までの経費の相互間における流用並びに別表の

の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施行令」

という。)、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号。以

下「規則」という。）、予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平

成12年度の予算に係る補助金等の交付に関するものから地方農政局長に委任した

件（平成12年６月23日農林水産省告示第899号）、予算科目に係る補助金等の交

付に関する事務について平成12年度の予算に係る補助金等の交付に関するものか

ら沖縄総合事務局長に委任した件（平成12年６月23日農林水産省告示第900号）

及び予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成18年度の予算に係

る補助金等の交付に関するものから北海道農政事務所長に委任した件（平成18年

６月20日農林水産省告示第881号）に定めるもののほか、本要綱の定めるところ

による。 

 

 

 

 

 

Ⅰ 担い手育成・確保等対策事業等 

(1)～(12) （略） 

  （新設） 

 

  （新設） 

 

 

Ⅱ 担い手育成・確保等対策地方公共団体事業等 

(1)～(6) （略） 

  （新設） 

 

 

第２ （略） 

 

（流用の禁止） 

第３ 次に掲げる流用をしてはならない。 

(1) （略） 

(2) 別表のⅠの経費の欄中１から10までの経費の相互間における流用、１の(1)か 

ら(3)までの経費の相互間における流用 

(3) 別表のⅡの区分の欄中１から３までの経費の相互間における流用及び別表のⅡ



 
Ⅱの区分欄１の経費の欄中１から４まで並びに区分欄２の経費の欄中１及び２の経費

の相互間における流用 

 

（申請手続） 

第４ 規則第２条の農林水産大臣が別に定める申請書類に関する事項は、別記様式第

１号による交付申請書のとおりとし、補助金の交付を受けようとする者は、交付

申請書を地方農政局長等（北海道（経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第

２の（１）及び（２）、地域計画策定実施要綱並びに集落営農活性化実施要綱に

基づいて事業を実施する場合を除く。）、北海道で主たる事業を実施する補助事

業者、人権問題推進事業実施要領に基づいて事業を実施する補助事業者、外国人

材受入総合支援事業実施要綱別表１の１及び２に基づいて事業を実施する補助事

業者、農業人材力強化実施要綱別表の１及び２に基づいて事業を実施する補助事

業者、女性が変える未来の農業推進事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助

事業者、経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第２の（３）に基づいて事業

を実施する補助事業者、加入支援事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事

業者、農業労働力確保緊急支援事業実施要綱別表２のⅠからⅢまでに基づいて事

業を実施する補助事業者、経営継承・発展支援事業実施要綱に基づいて事業を実

施する補助事業者、新規就農者確保緊急対策実施要綱に基づいて事業を実施する

補助事業者、女性の就農環境改善緊急対策事業実施要綱に基づいて事業を実施す

る補助事業者、新規就農者育成総合対策実施要綱に基づいて事業を実施する補助

事業者、農業労働力確保支援事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業

者、新規就農者確保緊急円滑化対策実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業

者並びに働きやすい環境づくり緊急対策実施要綱に基づいて事業を実施する補助

事業者にあっては農林水産大臣、北海道が経営・就農支援体制整備推進事業実施

要綱第２の（１）及び（２）、地域計画策定実施要綱及び集落営農活性化実施要

綱に基づいて事業を実施する場合にあっては北海道農政事務所長、沖縄県及び沖

縄県で主たる事業を実施する補助事業者にあっては内閣府沖縄総合事務局長（以

下「沖縄総合事務局長」という。）以下同じ。）に提出しなければならない。 

 

 ２ （略） 

 

第５～第14 （略） 

 

（実績報告） 

第15 規則第６条第１項の別に定める実績報告書は、別記様式第７号のとおりとし、

補助事業者は、補助事業が完了したとき（第10の第１項による廃止の承認があっ

の区分欄１の経費の欄中１から４までの経費の相互間における流用 

 

 

（申請手続） 

第４ 規則第２条の農林水産大臣が別に定める申請書類に関する事項は、別記様式第

１号による交付申請書のとおりとし、補助金の交付を受けようとする者は、交付

申請書を地方農政局長等（北海道（経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第

２の（１）及び（２）、地域計画策定実施要綱並びに集落営農活性化実施要綱に

基づいて事業を実施する場合を除く。）、北海道で主たる事業を実施する補助事

業者、人権問題推進事業実施要領に基づいて事業を実施する補助事業者、外国人

材受入総合支援事業実施要綱別表１の１及び２に基づいて事業を実施する補助事

業者、農業人材力強化実施要綱別表の１及び２に基づいて事業を実施する補助事

業者、女性が変える未来の農業推進事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助

事業者、経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第２の（３）に基づいて事業

を実施する補助事業者、加入支援事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事

業者、農業労働力確保緊急支援事業実施要綱別表２のⅠからⅢまでに基づいて事

業を実施する補助事業者、経営継承・発展支援事業実施要綱に基づいて事業を実

施する補助事業者、新規就農者確保緊急対策実施要綱に基づいて事業を実施する

補助事業者、女性の就農環境改善緊急対策事業実施要綱に基づいて事業を実施す

る補助事業者、新規就農者育成総合対策実施要綱に基づいて事業を実施する補助

事業者並びに農業労働力確保支援事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事

業者にあっては農林水産大臣、北海道が経営・就農支援体制整備推進事業実施要

綱第２の（１）及び（２）、地域計画策定実施要綱及び集落営農活性化実施要綱

に基づいて事業を実施する場合にあっては北海道農政事務所長、沖縄県及び沖縄

県で主たる事業を実施する補助事業者にあっては内閣府沖縄総合事務局長（以下

「沖縄総合事務局長」という。）以下同じ。）に提出しなければならない。 

 

 

 

 ２ （略） 

 

第５～第14 （略） 

 

（実績報告） 

第15 規則第６条第１項の別に定める実績報告書は、別記様式第７号のとおりとし、

補助事業者は、補助事業が完了したとき（第10の第１項による廃止の承認があっ



 
たときを含む。以下同じ。）は、その日から、１箇月を経過した日又は翌年度の

４月10日のいずれか早い日（地方公共団体に対し補助金の全額が前金払又は概算

払により交付された場合は翌年度の６月10日）までに、実績報告書を地方農政局

長等に提出しなければならない。ただし、別表Ⅰの経費の欄に掲げる２の①農業

次世代人材投資事業及び２の②農の雇用事業、５の農業労働力確保緊急支援事業

(（３）農業労働力産地間連携等推進事業は除く）、６の経営継承・発展等支援

事業、７の新規就農者確保緊急対策（（４）のア農業の魅力発信支援、ウ農業体

験拠点の整備支援、（７）女性の就農環境改善支援事業及び（８）農業の魅力発

信支援事業は除く。）、９の新規就農者育成総合対策（（５）のア全国事業並び

に（６）のイ就農相談会実施事業及びウ農業インターンシップ支援事業は除

く。）並びに11の新規就農者確保緊急円滑化対策（（４）のア農業の魅力発信支

援事業は除く。）にあっては、翌年度の４月以降に国が補助事業者に補助金を支

出しない場合に限り、規則第６条第１項ただし書の規定を適用し、補助事業を完

了した年度の翌年度の６月30日までとする。 

 

 ２～４ （略） 

 

第16～第32 （略） 

 
別表（第２関係） 
Ⅰ 担い手育成・確保等対策事業等 
区分 経 費 補助率 重要な変更 

経費の配分の
変更 

事業の内容変
更 

担 い
手 育
成 ・
確 保
等 対
策 事
業 費
補 助
金 

１～10（略） 
 
11 新規就農者確保緊急円

滑化対策 
補助事業者が新規就農

者確保緊急円滑化対策実
施要綱に基づいて行う事
業に要する次に掲げる経
費 
(1) 就農準備・経営開始
支援事業 

 ア 就農準備支援資金 
 イ 経営開始支援資金 
 ウ 推進事業 
(2) 初期投資促進事業 
 ア 初期投資促進事業 
 

（略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 定 額 
(定 額) 
 
 
 
 

定 額 
（県支援

（略） 
 
経費の欄に

掲げる(1)から
(4)までの経費
の相互間にお
ける流用 
 
 
経費の欄に

掲げるア及び
イの経費から
ウの経費への
流用 
経費の欄に

掲げるアの経
費からイの経

（略） 
 
１ 事業内容
の新設又は廃
止 

２ 事業実施
主体の変更 

３ 事業費の
30％を超える
増又は国庫補
助金の増 

４ 事業費又
は国庫補助金
の30％を超え
る減 

 
 

たときを含む。以下同じ。）は、その日から、１箇月を経過した日又は翌年度の

４月10日のいずれか早い日（地方公共団体に対し補助金の全額が前金払又は概算

払により交付された場合は翌年度の６月10日）までに、実績報告書を地方農政局

長等に提出しなければならない。ただし、別表Ⅰの経費の欄に掲げる２の①農業

次世代人材投資事業及び２の②農の雇用事業、５の農業労働力確保緊急支援事業

(（３）農業労働力産地間連携等推進事業は除く）、６の経営継承・発展等支援

事業、７の新規就農者確保緊急対策（（４）のア農業の魅力発信支援、ウ農業体

験拠点の整備支援、（７）女性の就農環境改善支援事業及び（８）農業の魅力発

信支援事業は除く。）並びに９の新規就農者育成総合対策（（５）のア全国事業

並びに（６）のイ就農相談会実施事業及びウ農業インターンシップ支援事業は除

く。）にあっては、翌年度の４月以降に国が補助事業者に補助金を支出しない場

合に限り、規則第６条第１項ただし書の規定を適用し、補助事業を完了した年度

の翌年度の６月30日までとする。 

 

 

 ２～４ （略） 

 

第16～第32 （略） 

 
別表（第２関係） 
Ⅰ 担い手育成・確保等対策事業等 
区分 経 費 補助率 重要な変更 

経費の配分の
変更 

事業の内容変
更 

担 い
手 育
成 ・
確 保
等 対
策 事
業 費
補 助
金 
 
 

１～10（略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
（新設） 
 

（略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
  イ 推進事業 
 
(3) 農業教育環境整備事

業 
  ア 農業機械等導入事

業 
 イ グリーン教育推進

事業 
ウ 事務等経費 

(4) 情報発信等強化支援
事業 
ア 農業の魅力発信支
援事業 

イ 就農情報発信支援
事業 

 
12 働きやすい環境づくり

緊急対策 
補助事業者が働きやす

い環境づくり緊急対策実
施要綱に基づいて行う事
業に要する次に掲げる経
費 
(1) 労働力確保体制強化

事業 
(2) 女性の労働環境整備

・活躍強化事業 
ア 女性が働きやすい環
境の整備、女性農業者
グループの活動支援 

イ 女性リーダー育成支
援 

ウ 推進事業 
(3) 外国人材呼込み体制

強化支援事業 
ア 現地説明・相談会 
の開催支援 

イ 外国人材育成支援 
 

分の２
倍） 

定 額 
(定 額) 
 
 

定 額 
(1/2以内) 
 定 額 
(定 額) 
 定 額 
 定 額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 定 額 
(定 額) 
 定 額 
(定 額) 
 
 
 
 
 
 

定 額 

費への流用 
 
 
 
経費の欄に

掲げるア及び
イの経費から
ウの経費への
流用 
 
 
経費の欄に

掲げるア及び
イの経費の相
互間における
流用 
 
 
経費の欄に

掲げる(1)から
(3)までの経費
の相互間にお
ける流用 
 
 
 
 
経費の欄に

掲げるアから
ウまでの経費
の相互間にお
ける流用 
 
 
 
 経費の欄に
掲げるア及び
イの経費の相
互間における
流用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 事業内容
の新設又は
廃止 

２ 事業実施
主体の変更 

３ 事業費の
30％を超え
る増又は国
庫補助金の
増 

４ 事業費又
は国庫補助
金の30％を
超える減 

 
 
 
 

 
Ⅱ 担い手育成・確保等対策地方公共団体事業等 
区分 経 費 補助率 重要な変更 

経費の配分の
変更 

事業の内容変
更 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（新設） 
 
 
 
（新設） 
 
（新設） 
 
（新設） 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅱ 担い手育成・確保等対策地方公共団体事業等 
区分 経 費 補助率 重要な変更 

経費の配分の
変更 

事業の内容変
更 



 
１ 
担 い
手 育
成 ・
確 保
等 対
策 地
方 公
共 団
体 事
業 費
補 助
金 
 

１ （略） 
 
２ 担い手確保・経営強化
支援事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 担い手確保・経営強

化支援対策 
① 事業費 

補助事業者が担い手
経営強化支援実施要綱
第３に基づいて行う事
業に要する経費 

② 附帯事務費 
ア 都道府県が①の 

経費に係る事業の
実施に関し、事業
実施計画の承認及
び事業の推進に必
要な事務並びに指
導監督及び調査検
討を行うのに要す
る経費 

イ 市町村が①の経
費に係る事業の実
施に関し、指導監
督等を行うのに要
する経費を都道府
県が交付する場合
における当該交付
に要する経費 

 
(2) 新たな担い手の育成

による生産基盤強化緊
急対策 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 定 額 

（略） 
 
（削る。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
経費の欄に

掲げる①及び
②の経費の相
互間における
経費の増減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 
（削る。） 
 
 
（削る。） 
 
（削る。） 
 
 
 
 
（削る。） 
 
 
 
 
１ 事業内容
の新設又は
廃止 

２ 事業実施
主体の変更 

３ 事業費の
30％を超え
る増又は国
庫補助金の
増 

４ 事業費又
は国庫補助
金の30％を
超える減 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 事業内容
の新設又は
廃止 

１ 
担 い
手 育
成 ・
確 保
等 対
策 地
方 公
共 団
体 事
業 費
補 助
金 
 
 

１ （略） 
 
２ 担い手確保・経営強化

支援事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
(1) 事業費 

補助事業者が担い手経
営強化支援実施要綱第３
に基づいて行う事業に要
する経費 
(2) 附帯事務費 

① 都道府県が(1)の経
費に係る事業の実施
に関し、事業実施計
画の承認及び事業の
推進に必要な事務並
びに指導監督及び調
査検討を行うのに要
する経費 

 
② 市町村が(1)の経 
費に係る事業の実施
に関し、指導監督等
を行うのに要する経
費を都道府県が交付
する場合における当
該交付に要する経費 

 
 
（新設） 
 
 

（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 

（略） 
 
経費の欄に

掲げる(1)及び
(2)の経費の相
互間における
経費の増減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（略） 
 
１ 事業内容

の新設又は
廃止 

２ 事業実施
主体の変更 

３ 事業費の
30％を超え
る増又は国
庫補助金の
増 

４ 事業費又
は国庫補助
金の30％を
超える減 

 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３・４ （略） 
 

２ 事業実施
主体の変更 

３ 事業費の
30％を超え
る増又は国
庫補助金の
増 

４ 事業費又
は国庫補助
金の30％を
超える減 

 

２ 
担 い
手 育
成 ・
確 保
等 対
策 地
方 公
共 団
体 整
備 費
補 助
金 
 

１ （略） 
 
２ 新規就農者確保緊急円
滑化対策 

  補助事業者が新規就農
者確保緊急円滑化対策実
施要綱に基づいて行う事
業に要する次に掲げる経
費 

  農業教育環境整備事業 
 

（略） 
 
 1/2以内 

 
 
 
 

（略） 
 
１ 事業内容
の新設又は
廃止 

２ 事業実施
主体の変更 

３ 事業費の
30％を超え
る増又は国
庫補助金の
増 

４ 事業費又
は国庫補助
金の30％を
超える減 

 
３ 
(略) 

（略） （略） 
 

（略） （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３・４ （略） 
 

 

２ 
担 い
手 育
成 ・
確 保
等 対
策 地
方 公
共 団
体 整
備 費
補 助
金 
 
 
 
 

１ （略） 
 
（新設） 

（略） 
 
（新設） 

 （略） 
 
（新設） 

３ 
(略) 

（略） （略） 
 

（略） （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
別記様式第１号（第４関係） 
 
   年度担い手育成・確保等対策事業費補助金等（○○○○○○○）※交付申請書 
   

                                                                            
番     号     

                                                                             
年  月  日 

 
      地方農政局長等  殿 
 
                                             住  所 
                                             団 体 名 
                                             代表者氏名   
   
    年度において、下記のとおり事業を実施したいので、担い手育成・確保等対

策事業費補助金等交付要綱第４に基づき補助金    円の交付を申請する。 
 

記 
 
 ※（○○○○○○○）には、別表経費の欄の事業名を記載する。 
 
１～５(略) 

  ６ 添付書類 
(1)～(3)（略） 
(4) 人権問題推進事業実施要領第７に定める事業計画書、外国人材受入総合支援

事業実施要綱第４の１に定める事業実施計画書、農業人材力強化実施要綱第４
の１に定める事業計画書、女性が変える未来の農業推進事業実施要綱第５に定
める実施計画書並びに経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱別記１の第２
の７の（１）及び別記３の第４の１の（１）に定める事業実施計画書、担い手
経営強化支援実施要綱別記に定める別紙様式第３号及び別紙様式第３号別添１
に定める計画書、加入支援事業実施要綱第４に定める事業計画書、農業労働力
確保緊急支援事業実施要綱第５の１に定める実施計画、経営継承・発展等支援
事業実施要綱第６に定める事業計画書、新規就農者確保緊急対策実施要綱第４
の１に定める事業計画書、女性の就農環境改善緊急対策事業実施要綱第５の１
に定める実施計画書、地域計画策定実施要綱第５の４に定める都道府県事業実
施計画並びに集落営農活性化実施要綱第５の２に定める都道府県計画、新規就
農者育成総合対策実施要綱第４の１に定める事業実施計画書、農業労働力確保
支援事業実施要綱第５の１に定める事業実施計画、農地利用効率化等支援実施
要綱第４の２に定める都道府県事業実施計画、新規就農者確保緊急円滑化対策
実施要綱第４の１に定める事業計画並びに働きやすい環境づくり緊急対策実施
要綱第４の１に定める事業実施計画。 

（注）（略） 
 
 

 
別記様式第１号（第４関係） 
 
   年度担い手育成・確保等対策事業費補助金等（○○○○○○○）※交付申請書 
   

                                                                            
番     号     

                                                                             
年  月  日 

 
      地方農政局長等  殿 
 
                                             住  所 
                                             団 体 名 
                                             代表者氏名   
   
    年度において、下記のとおり事業を実施したいので、担い手育成・確保等対

策事業費補助金等交付要綱第４に基づき補助金    円の交付を申請する。 
 

記 
 
 ※（○○○○○○○）には、別表経費の欄の事業名を記載する。 
 
１～５(略) 

  ６ 添付書類 
(1)～(3)（略） 
(4) 人権問題推進事業実施要領第７に定める事業計画書、外国人材受入総合支援

事業実施要綱第４の１に定める事業実施計画書、農業人材力強化実施要綱第４
の１に定める事業計画書、女性が変える未来の農業推進事業実施要綱第５に定
める実施計画書並びに経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱別記１の第２
の７の（１）及び別記３の第４の１の（１）に定める事業実施計画書、担い手
経営強化支援実施要綱別記に定める別紙様式第３号及び別紙様式第３号別添１
に定める計画書、加入支援事業実施要綱第４に定める事業計画書、農業労働力
確保緊急支援事業実施要綱第５の１に定める実施計画、経営継承・発展等支援
事業実施要綱第６に定める事業計画書、新規就農者確保緊急対策実施要綱第４
の１に定める事業計画書、女性の就農環境改善緊急対策事業実施要綱第５の１
に定める実施計画書、地域計画策定実施要綱第５の４に定める都道府県事業実
施計画並びに集落営農活性化実施要綱第５の２に定める都道府県計画、新規就
農者育成総合対策実施要綱第４の１に定める事業実施計画書、農業労働力確保
支援事業実施要綱第５の１に定める事業実施計画並びに農地利用効率化等支援
実施要綱第４の２に定める都道府県事業実施計画。 

 
 
（注）（略） 

 
 



 
別記様式第２号・第３号 （略） 
 
 
別記様式第４号（第12関係） 
   
  年度担い手育成・確保等対策事業費補助金等（○○○○○○○）概算払請求書 
 
                                              番     号   
 
                                                          年  月  日   
   地方農政局長等  殿 
   官署支出官地方農政局総務管理官 殿 

（東北農政局、関東農政局及び 
九州農政局にあっては、 
官署支出官地方農政局総務部長 殿） 

                                  
 

北海道（経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第２の（１）
及び（２）、地域計画策定実施要綱及び集落営農活性化実施要綱
に基づいて事業を実施する場合を除く。）、北海道で主たる事業
を実施する補助事業者、人権問題推進事業実施要領に基づいて事
業を実施する補助事業者、外国人材受入総合支援事業実施要綱別
表の１及び２に基づいて事業を実施する補助事業者、農業人材力
強化実施要綱別表の１及び２に基づいて事業を実施する補助事業
者、女性が変える未来の農業推進事業実施要綱に基づいて事業を
実施する補助事業者、経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱
第２の（３）に基づいて事業を実施する補助事業者、加入支援事
業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業者、農業労働力確
保緊急支援事業実施要綱別表２のⅠからⅢまでに基づいて事業を
実施する補助事業者、経営継承・発展等支援事業実施要綱に基づ
いて事業を実施する補助事業者、新規就農者確保緊急対策実施要
綱に基づいて事業を実施する補助事業者、女性の就農環境改善緊
急対策事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業者、新規
就農者育成総合対策実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業
者、農業労働力確保支援事業実施要綱に基づいて事業を実施する
補助事業者、新規就農者確保緊急円滑化対策実施要綱に基づいて
事業を実施する補助事業者並びに働きやすい環境づくり緊急対策
実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業者にあっては官署支
出官農林水産省大臣官房予算課経理調査官、北海道が経営・就農
支援体制整備推進事業実施要綱第２の（１）及び（２）、地域計
画策定実施要綱並びに集落営農活性化実施要綱に基づいて事業を
実施する場合にあっては官署支出官北海道農政事務所総務管理
官、沖縄県及び沖縄県で主たる事業を実施する補助事業者にあっ
ては官署支出官内閣府沖縄総合事務局総務部長 

 
 

別記様式第２号・第３号 （略） 
 
 
別記様式第４号（第12関係） 
   
  年度担い手育成・確保等対策事業費補助金等（○○○○○○○）概算払請求書 
 

                                     番     号   
 

                                                          年  月  日   
   地方農政局長等  殿 
   官署支出官地方農政局総務管理官 殿 

（東北農政局、関東農政局及び 
九州農政局にあっては、 
官署支出官地方農政局総務部長 殿） 
 

                                  
北海道（経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第２の（１）
及び（２）、地域計画策定実施要綱及び集落営農活性化実施要綱
に基づいて事業を実施する場合を除く。）、北海道で主たる事業
を実施する補助事業者、人権問題推進事業実施要領に基づいて事
業を実施する補助事業者、外国人材受入総合支援事業実施要綱別
表の１及び２に基づいて事業を実施する補助事業者、農業人材力
強化実施要綱別表の１及び２に基づいて事業を実施する補助事業
者、女性が変える未来の農業推進事業実施要綱に基づいて事業を
実施する補助事業者、経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第
２の（３）に基づいて事業を実施する補助事業者、加入支援事業実施
要綱に基づいて事業を実施する補助事業者、農業労働力確保緊急
支援事業実施要綱別表２のⅠからⅢまでに基づいて事業を実施す
る補助事業者、経営継承・発展等支援事業実施要綱に基づいて事
業を実施する補助事業者、新規就農者確保緊急対策実施要綱に基
づいて事業を実施する補助事業者、女性の就農環境改善緊急対策
事業実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業者、新規就農者
育成総合対策実施要綱に基づいて事業を実施する補助事業者並び
に農業労働力確保支援事業実施要綱に基づいて事業を実施する補
助事業者にあっては官署支出官農林水産省大臣官房予算課経理調
査官、北海道が経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱第２の
（１）及び（２）、地域計画策定実施要綱並びに集落営農活性化実施要
綱に基づいて事業を実施する場合にあっては官署支出官北海道農
政事務所総務管理官、沖縄県及び沖縄県で主たる事業を実施する
補助事業者にあっては官署支出官内閣府沖縄総合事務局総務部長 

 
 
 
 
 



 
 

    住  所           
     団 体 名           

 代表者名           
 
  年 月 日付け第  号で交付決定通知のあった担い手育成・確保等対策事業費
補助金等について、担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱第12の規定に基
づき、概算払の請求をしたいので、下記により金           円を概算払によって
交付されたく請求する。 
 

記 
（略） 

 
 
別記様式第５号～第11号（略） 
 

 
    住  所           

     団 体 名           
 代表者名           

 
  年 月 日付け第  号で交付決定通知のあった担い手育成・確保等対策事業費
補助金等について、担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱第12の規定に基
づき、概算払の請求をしたいので、下記により金           円を概算払によって
交付されたく請求する。 
 

記 
（略） 

 
 
別記様式第５号～第11号（略） 
 

附 則 （令和５年12月１日付け５経営第2019号） 
１ この通知は、令和５年12月１日から施行する。  
２ この通知の施行に伴い、改正前の担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱の規定に基づき実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例によ

る。 


